





 ─最三小判平成22年 ７ 月12日裁時1511号 5 頁
原 　 弘 明
第1　事案の概要
1 　 1 審原告Ｘら（控訴人，上告人）は， 1審被告Ｙ（日本 IBM。被控訴人，被上
告人）の従業員であった。

























































































































































































































































































前掲注1）を参照。本久洋一「 1審判批」労旬1６５7号 ６ 頁，同「 2審判批」法時81巻 2 号12５頁
は，この側面を重視する。もっとも，法律審としての最高裁は，控訴審認定事実に拘束されるこ
とを，判例評釈としては重視せざるを得ないのも事実である。
小鍛冶広道・後掲経営法曹1６0号13頁。
ただし，既存の 2企業間で移籍する場合と，本件のように新設分割設立株式会社に移籍する場
合とで，全く同じ法規制でよいか，立法論的に検討する余地はあるかもしれない。
16）
17）
18）
154　（392）
ではない，と考えるものである。
第 ４　おわりに
1 　労働契約承継法は，「主として従事する」労働者について，正当な手続を
踏めば会社分割に伴う労働契約承継を無条件に認める立法である。本件では
この手続の正当性が争われたのであるが，同法の解釈論としては，やむを得
ない結論であったと考える。
2　もっとも，同法が立法として適切であるかどうかは，一考の余地がある。
「主として従事する」労働者をおよそ一般的に労働契約承継させるのは，少
なくとも比較法上必然の立場ではない。報告者は，会社組織再編と労働契約
承継が，会社組織再編の形態によって演繹的に決定される現在の立法構造に
違和感を有するものであるが，当該論点は立法論として，さらに考察を深め
たいと考えている。
＊　本報告は，平成22年度科学研究費補助金（研究活動スタート支援／課題番号
21830078）による研究成果の一部である。
＊　公刊済みの評釈類一覧
　⑴　本判決
　　岩出誠・商事191５号 4 頁
　⑵　第 1審
石毛和夫・銀法５2巻12号６8頁，本久洋一・労旬1６５7号 ６ 頁，同・法セ６3５号111
頁，土田道夫・ＮＢＬ87５号19頁，原昌登・ジュリ13５4号2５2頁，春田吉備彦・
日本労働法学会誌111号1６9頁，小畑史子・労働基準６0巻 1 号37頁，尾崎悠一・
ジュリ1394号10５頁
19）
20）
第 1 審・控訴審では，Ｘらは承継拒否権の存在を主張して争っていたが，いずれもこれを退け
ている。上告受理申立事由から排除されたか，承継法の当然の解釈として判旨に含まれていると
考えるか（岩出・前掲注６）8頁参照）はともかく，承継拒否権肯定論は立法論と言わざるを得な
いだろう。
本久・前掲注1５）法時128頁は，「労働契約承継法は，商法改正法附則 ５条 2項の付託を担うに
は，貧弱に過ぎる」と断じ，最高裁の創造的判断を期待する旨評していたが，本判決はこの問題
提起にかなうものであっただろうか。民事訴訟手続の認定事実として，法的スキームの背景に存
在する実態をどの程度汲むのか，という難題も相まって，応答は容易ではない。
19）
20）
会社分割に伴う労働契約承継の効力（原）
（393）　155
　⑶　控訴審
本久洋一・法セ６49号129頁，同・法時81巻 2 号12５頁，土田道夫・ジュリ1373
号139頁，小鍛冶広道・経営法曹1６0号13頁，荒木尚志・労働判例百選 8版148
頁
